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小学校図画工作科について，それぞれの学校現場では異なった教育的課題が存在し図工室等の学習環境も異な
っていることから，それらに最適化した教員研修モデルの開発が必要不可欠であり，各学校現場における学習環境
整備スキルの向上と，最適化された研修内容の実践が効果的である。

そこで，小学校現場との連携によって顕在化した図工科における現代的教育課題に対応すべく教育委員会と協議
を重ね，「学校現場に則した研修内容の最適化と学習環境整備スキルの向上」という新規性と具体性の高い手法に
よって，「実効性と継続性の高い図画工作科教員研修モデルの開発」を目的とする本事業を企画した。

本事業では，事前に研修場所となる学校の教育的課題を把握するため，図工室等の学習環境の現状や既に児童
が習得した図工科の単元内容を調査し判断することから始めた。事前調査に基づいた研修内容の最適化と学習環境
の整備を大学が主導しながら各学校と協働する点が本開発プログラム最大の特徴である。また，研修後の授業実践
において研修内容を評価しＰＤＣＡサイクルへ繋げる点において，既存の研修制度を高度化した内容となっている。

大学は，これまでの実績を基に図画・工作各領域の基礎的教材研究の多様化を図り，学校現場に応じた最適化を
主導した。教育委員会は，既存の公開講座やセンターを利用した教員研修とは別に各学校現場での研修機会を保証
し，研修制度の継続と恒常化に向けて協議を進める。

本事業によって，教育大学は小学校現場の様々な課題に対面し理解を深めることができた。学校現場の声としても
大学と協働する利点は数多くアンケートに記載されている。現職教員の研修をコーディネートする教育委員会が中核
となって，予算的な課題を解決して大学との協働を進めることで，互いに本音を語ることのできる場の設定が可能とな
り，学校現場の学習環境の改善が確実なものとなる。
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小学校現場の現状に則した研修内容の最適化によって，小学校教員の負担を軽減しながら実際の授業内容に展
開可能な研修が可能となり，不得意な印象を払拭して，豊かな体験と自信に裏付けられた図画工作科における授業
実践力の向上が見込まれる。

また，通常の学校環境では困難な学習環境整備スキルの修得や向上について，具体的で現実的な整備の過程に
参加することで，その能力の育成が可能となる。

一度整備した学習環境や教員の意識は，一定期間隔の研修を継続することで持続可能なため，本事業において確
立した教員研修モデルを近隣の小学校に巡回させることで，地域全体に普及させることが可能となる。

開発した研修モデルは実践数の増加に伴い汎用性が拡大し，実践データの蓄積によって実効性が高まるだけでな
く，調査や最適化に係る負担の軽減が可能となり継続性を高めるサイクルを構成することが予測できる。

本事業による開発成果は，恒常的に学びを継続することの出来る“理想的な教員像”を目指す教員各自の意識向
上に加えて，児童とともに学ぶことのできる“場”の創造に繋がるものであり，教育系大学の地域貢献モデルならびに
教員研修モデルとしての波及効果も期待できるものである。
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このプロジェクトの形成に寄与した制度等

学力テスト等が存在しない実技を伴う教育領域では，その教育効果や重要性の検証は極めて難しい。この課題を脳
科学的に解き明かすとともに，教師の持つ「潜在的カリキュラム」およびそれにともなう教育方法の変化が，児童の脳
活動へ及ぼす影響を明らかにすることができれば，初等教員の養成において苦手科目を克服すべき様々な対策を考
案・実施し，さらにその成果を科学的に評価することが可能となる。これは学士力の向上につながるものであり，教師
の資質の違いによる教育格差を小さくすることが望めるなど，教育分野では資するところが非常に大きい。

また，各教育委員会では学校に対して教育支援人員の配置をおこなっているが，「学力向上」や「英語活動」への関
心が強く，実技の教育支援は地域のボランティア人材に頼るところが大きい。「生きる力」に繋がる学力として，実技的
側面と知識的側面の連動は有効であるという実践結果もあり，教育の質を保証し，現職教員の自律的研修を促す上
でも意義深い事業といえる。
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図工・音楽・書写の実技的側面に苦手意識を持つ教員は多く，ネガティブ傾向の「潜在的カリキュラム」として児童の
構造的苦手意識を形成する要因となっている。

本事業では，専科教育の調査や教材開発の検証による仮説を基に，独自に『実技教育支援コーディネーター』を養
成し，研究拠点校への配置によって現職教員との間にＯＪＴ関係を築く。教育現場での実践と教育効果の科学的検証
によって，教員研修の高度化と教員養成カリキュラムの改善ならびに実現性・汎用性の高い教育システムの確立が
可能となる。

事業を進めるにあたっては，本学の特色である初等教育教員養成課程「選修制度」を発展させた教科（講座）横断
型の研究体制を組織することで，教育現場を重視した多角的な実践的研究を進め，科学的根拠に基づいた教育効果
の解明を目指す。研究の成果は，大学主催のシンポジウムを通して連携体制にある宗像市・福津市の教育委員会お
よび各学校現場に発信するとともに，「情操」教育に関わる「感性」の教育モデルとして教育の現場に還元し，広く教育
界に貢献することを目的とするものである。

研究拠点校における100％の教諭から，本事業における実技教育支援コーディネーターとのティームティーチングは
効果があったと回答を得た。また，児童の意識や能力の向上についてPTAからも高く評価された。事業の拡大は予算
的な問題から断念せざるを得なかったが，「学力向上支援員」という形態で，一部の研究拠点校において実技教育支
援コーディネーターの雇用に近い体制を維持できている。
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